
 

令和７年度特殊詐欺等被害防止広報啓発活動委託業務 

仕様書（案） 

 

  この仕様書は、長野県（以下、「県」という。）が委託事業者（以下「受託者」という。）

に対して、「令和７年度特殊詐欺等被害防止広報啓発活動委託業務」を委託するにあたり、

その仕様等に関し、必要な事項を定めるものである。 

 

１ 件名 

令和７年度特殊詐欺等被害防止広報啓発活動委託業務 

 

２ 委託期間 

契約日から令和８年（2026年）１月 30日（金）まで 

 

３ 業務概要 

県内で多発している特殊詐欺等の被害を防止するため、テレビ、新聞、ＳＮＳ等あらゆ

る広報媒体を通じて、発生手口に応じたタイムリーな注意喚起を行うことにより、高齢者

をはじめとする全ての世代の県民の防犯意識の高揚を図り、被害を未然防止する。 

 

４ 主な業務スケジュール 

年月 業務内容 

令和７年９月下旬 ・契約予定日 

令和７年 10月上旬から 11月末まで ・テレビ CM制作 

・WEBバナー広告等制作 

令和７年 12月１日から 12月下旬まで ・テレビ CM放映・YouTube 広告配信 

・WEBバナー広告等出稿・新聞広告 

令和８年１月 30日 ・業務完了報告書の提出 

 

５ 業務内容 

下記(1)～(4)について、効果的な実施方法の提案及び実施を求める 。 

（１）テレビ CMの制作および放送 

 ア 広報の対象 

   年代や地域の隔たりなく、できる限り多くの方々に向けて、エシカル消費の普及・ 

促進を図る内容とすること。 

 イ テレビ CM作品の長さ及び制作本数 

   15秒フリースポットテレビ CM１本を原則とするが、より効果が期待できる提案がある

場合にはこの限りではない。 

 ウ 放映期間 

   令和７年 12月１日から１カ月程度。 

 エ 放送局 

原則、県内民放４局全て。 

 オ 制作した CMは、放映前に内容の確認を県くらし安全・消費生活課に行うこと。 



 

カ 制作した CMは、放映開始日前日までに、動画を収録した DVD－R２部を複製可能な形 

式で納品すること。 

キ 制作した CMは、県民向けの広報用資料として市町村、小売店等に提供する等して広く 

啓発に活用するため、委託契約期間終了後も受託者に許可を求めることなく使用可と

すること。 

ク 前項の理由から、制作するテレビ CMは、表現内容に工夫をし、複数年にわたって使用

ができるような内容とする。 

  ただし、モデルを起用した CMの場合はこの限りではない。 

ケ 制作するテレビ CMの内容の詳細については、本県と協議の上決定するものとする。 

 

（２）インターネット広告の企画・制作・出稿・運用管理 

ア 広告媒体 

以下の媒体でのバナー広告を基本とし、委託者と受託者が協議の上、決定する。 

その他の媒体の提案も可とする。 

①Yahoo! 又は Googleでの広告 

②Instagram上での広告 

③YouTube広告 

イ 掲載期間 

令和７年 12月上旬から２週間程度。 

掲載期間については、上記を基本とし、開始・終了時期等の詳細は、委託者と受託者が

協議の上、決定する。 

ウ 広告の種類 

静止画、動画を問わない。片方のみ、もしくは両方を用いることも可とする。ただし、

動画を使用する場合はテレビ CMを流用するものとする。 

エ 留意事項 

スマートフォン、タブレット、パソコンのいずれにおいても機能する仕様とすること。 

 

（３） 新聞広告 

    サイズおよび掲載回数等を次の内容以上とし、新聞広告を掲載すること。 

  ア 県内全域で購読できる新聞社において、１社以上で掲載すること。 

  イ PR記事、純広告を含めて１回以上とすること。 

  ウ 掲載の内容、箇所、時期及び頻度については、委託者と協議して決定すること。 

  

６ 成果品 

（１）委託業務完了報告書（本業務で実施された内容、講じた改善策及び結果等） 

  ・業務終了後は、配信実績・効果測定、及び今後の改善策について分析を行い、分かりや

すく示した業務完了報告書を作成し、提出すること。 

（２）５（１）で制作した動画を保存した電子媒体（DVD-R）２部 

（３）５（２）で作成した画像・動画等のデータ 

（４）納品期限 令和８年１月 30日 

 



 

７ 成果品の提出先 

〒380-8570 

長野県長野市大字南長野字幅下 692-2 

長野県県民文化部くらし安全・消費生活課（防犯担当） 

 

８ 留意事項 

（１）広告及び各情報については、事前に県の許可を受けてから出稿又は投稿を行うこと。 

（２）本業務で制作した広報素材データは特殊詐欺等被害防止の広報の目的の範囲内で、本

業務以外でも活用することがある。 

（３）本業務の成果物の所有権や著作権は、原則として全て委託者に帰属するものとする。

ただし、受託者が従来から権利を有している受託者固有の知識、技術に関する権利等(以

下「権利保有物」)については、受託者に留保するものとし、この場合、受託者は権利保

留物について当該権利を非独占的に使用することとする。 

（４）制作物が他の所有者や著作権、肖像権を侵害するものでないこと。 

（５）個人情報の取得・保護・管理等については、以下の点に十分留意すること。 

  ・受託者は、本業務上知り得た情報については、個人情報保護法及び長野県個人情報保

護条例に則り、適正に取り扱うこととし、秘密を保持するとともに、契約目的以外に

使用しないこと。 

  ・受託者は個人情報の保護に十分に注意し、流出、損失を生じさせないこと。 

（６）次に掲げるサイトへ広告を掲載しないように配慮すること。 

  ・法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの。 

  ・公の秩序若しくは善良の風俗に反するもの又はそのおそれがあるもの。 

  ・人権その他の他者の権利を侵害するもの又はそのおそれがあるもの。 

  ・政治性または宗教性のあるもの。 

  ・特定の主義主張を目的とするもの。 

  ・上記に掲げるもののほか、委託者が広告を掲載することが適当でないと認められるも

の。 

（７）不適切なサイトに広告が掲載されたことが判明した場合は、速やかに出稿を停止、 

委託者に報告の上、対応を検討すること。 

（８）仕様書に記載なき事項、事業内容の変更等、疑義が生じた場合は、委託者と受託者が

協議をして定める。 


